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はじめに

　ヨーロッパ統合は，制度的には 1952 年に欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）が設立されたこ

とにより始まる1）。しかし，筆者がこれまで明らかにしてきたように西欧各国政府による活

動以前に非政府組織による欧州統合運動が第二次大戦直後から開始されていた2）。統合運動

は政府に先立ってヨーロッパ統合を構想し，課題となる問題を議論し，政府間交渉の土台を

作った。

　本稿の目的は，1940 年代末から 1950 年代初頭の欧州統合運動において問題となっていた

西欧通貨の交換性問題について，どのように考察されどのように扱われたのかを検討するこ

とにある。その際，とくに本稿が注目する欧州統合運動は，これまで注目されることが多か

った連邦主義的運動ではなく，ヨーロッパの経済統合を主張した欧州経済協力連盟（ELEC: 

European League for Economic Co-operation）である。すなわち経済の専門家を中心とし

た連盟の欧州統合構想がいかなるものであったのかを，1940 年代末の通貨問題をどのよう

にとらえていたのかを分析することによって解明する。

　また，本稿では上記の考察に先立って，ヨーロッパ横断的な非政府組織に注目することの

意味をヨーロッパ統合史研究の中で位置づけることも行う。この考察によって欧州経済協力

連盟において議論されていた通貨の交換性回復の問題がヨーロッパ統合において持つ意義に

ついても明らかにしたい。

第1章　ヨーロッパ統合史研究の諸潮流

（1）1970年代までの研究：冷戦史観と新機能主義
　第二次大戦後，ヨーロッパ統合に向けての機運が高まり 1950 年代に ECSC が発足すると，

ヨーロッパ統合の要因と行方についての研究関心が高まった。当初，政治史や外交史の研究

者の関心は 40 年代後半からの東西冷戦を重視し，ヨーロッパ統合に対するアメリカの影響

力を統合の主要な要因と考えた。

　彼らは 1947 年に発表され 48 年から実施されたマーシャル・プランをアメリカの冷戦政策

の画期として評価した。すなわちマーシャル・プランはヨーロッパを戦争の荒廃から復興さ
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せアメリカの反ソ同盟地域として結束させる役割を担ったのであり，47 年 3 月に発表され

たトルーマン・ドクトリンの一環であった3）。

　こうした「冷戦史観」4）は戦後におけるアメリカの影響力に着目しその政策の意味を明ら

かにした点で説得力を持つが，ヨーロッパ側が統合をどのようにとらえていたのかについて，

またヨーロッパ自身が統合にどのようにかかわったかについて考察があまりなされていない

という点で問題があった。

　他方，国際関係論の研究者は，ECSC のような統合のための制度形成が，国境を越えた新

しい交流を可能にし，国民国家を超えた次元での「政治共同体，アイデンティティ，そして

忠誠心（loyalty）」5）が形成されると見ていた。

　新しい国境を越えた制度の形成がより高次の統合体を形成するという見方を新機能主義

（Neo-Functionalism）という6）。ヨーロッパ統合に関する新機能主義の理論家としてはハー

ス7）が著名であるが，ヨーロッパ統合の実務家たちとくに EEC 初代委員長のハルシュタイ

ン（W. Hallstein）も，ECSC や欧州経済共同体（EEC）のような公式の統合から非公式政

治統合が生み出されると同様の見解を持っていた8）。したがって，新機能主義は「分析の理

論を越えて統合のイデオロギーの性格をもつものとなった」9）点で大きな問題があった。

　いずれにせよ，アメリカの冷戦戦略の一環とみたり国家の政策や国家間の条約交渉にのみ

着目して分析することでは，初期のヨーロッパ統合の歴史を十分に解明することはできなか

った。

（2）ヨーロッパ大学創設とリプゲンスによる研究の刷新
　1970 年代後半，イタリアのフィレンツェにあるヨーロッパ大学（EUI : European Univer-

sity Institute）ではヨーロッパ統合に関する資料の収集が積極的に行われた。ヨーロッパ大

学は構想されてから数十年たってようやく 1976 年に欧州共同体（EC）によって開設された

大学院大学である10）。ヨーロッパ大学のヨーロッパ統合史講座の教授に就任したドイツ人

歴史家のリプゲンス（W. Lipgens）を中心として資料の収集と分析がなされた11）。

　リプゲンスは，ヨーロッパ統合の目標として連邦制を掲げる連邦主義者の運動（欧州連邦

運動）を中心に研究を進めた。すなわち，彼はそれまでの政府の活動に注目した研究に代え

て非政府組織に着目し，それら民間団体の一次資料にもとづく歴史研究を開始し指導したの

である。

　欧州連邦運動は，1930 年代後半からいくつかの国で活動を開始した12）。リプゲンスは大

戦中のレジスタンス運動における連邦主義的側面に着目し，第二次大戦後のヨーロッパ統合

を自由と民主主義を再建しようとしたレジスタンス運動の帰結として，戦後の欧州連邦運動

がヨーロッパ統合の背景にあったと高く評価した。

　リプゲンスは，宗教的にカトリックでありまた連邦主義者でもあり，自身のイデオロギー
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が研究に大きなバイアスを与えた13）。すなわち，ヨーロッパ統合を国民国家を克服する望

ましい試みとみるリプゲンスの研究は，統合における連邦主義運動の役割を過大に見積もり，

ヨーロッパ統合を連邦主義的に理解して統合が国民国家の克服であると判断したことに問題

がある。

　イギリスの政治史家ウォーレス（W. Wallace）はこうした連邦主義者を理想主義者と呼

び「ヨーロッパ統合という修辞を定義づけた理想主義者たちは，反民族主義者（アンチ・ナ

ショナリスト）だった。つまり，第二次大戦で苦い経験をしたこと，ナショナリズムがファ

シズムや国家社会主義へと病的に突然変異したこと，ドイツの近隣諸国が軍事的に敗北した

こと，そして占領により精神を蝕むような衝撃を受けたことが，彼らを反民族主義者にした

のである」14）と述べているが，連邦主義者が国民／民族（Nation）を嫌悪する理由に関する

この記述は説得的である。

　リプゲンスの研究の問題点は，ヨーロッパ統合を具体的に進めて制度を構築した政府間の

交渉に連邦主義が影響を与えたことを示す証拠がない点である。実際のヨーロッパ統合では

政治的な統合である連邦制は後退し，ECSC や EEC といった経済統合が採用されていく。

さらに，1965-66 年に欧州委員会が加盟国に代わって統合の主導権を握ろうとすると，仏大

統領ドゴール（Ch. De Gaulle）は激しく反発し閣僚理事会からフランス人を引き上げ（ル

クセンブルク危機），ついに国家間の全会一致による統合方式を継続させた15）。このときの

EEC 委員長ハルシュタインは確かに連邦主義者であったが，ルクセンブルク危機で分かる

ように連邦主義がヨーロッパ統合の推進力であったことはない。

（3）ミルワードの修正主義的理解
　リプゲンスは 1983 年に亡くなり，EUI のヨーロッパ統合史講座の教授にはイギリス人の

経済史家ミルワード（A. S. Milward）が就任した。ミルワードはリプゲンス等の連邦主義

の立場からヨーロッパ統合を解釈する研究の潮流を変えた。

　1980 年代になるころからヨーロッパ各国で戦後の政府文書が公開されるようになった。

これは作成されてから 30 年たった公文書の公開を義務付ける法律がヨーロッパ各国で成立

したことによる（30 年ルール）。ミルワードは欧州統合に関する公文書館の一次資料を用い

た本格的な実証研究を開始した。

　ミルワードは，ヨーロッパ統合の歴史について統合におけるヨーロッパの側からのイニシ

ャチブを高く評価し，冷戦史観が強調したアメリカの役割については統合を推進するうえで

は限定的なものであったと評価を下げた。これをウォーレスは「修正主義的」解釈（‘revi-

sionist’ interpretation）と呼んでいる16）。

　ミルワードはさらにこうした統合に関する考えを深めて，連邦主義的解釈に反対し，ヨー

ロッパ統合の起源は国益を追及する政府間交渉の結果であると見た。彼の統合についての最
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初の著作（1984 年）では，シューマン・プランの起源をドイツに対するコントロールとヨ

ーロッパ各国政府が経済的利益を追及した結果であるとした17）。

　さらに 1992 年の 2 冊目の著書では，ヨーロッパ統合の背後にあるのは連邦主義者が主張

するような国民国家の克服ではなく，むしろ反対に国民国家の強化であると論じた18）。彼

によれば ECSC や EEC はヨーロッパ各国政府がヨーロッパの枠組みを用いて国民国家の再

建を図ろうとした結果であり，「国民国家のヨーロッパ的救済」（European Rescue of the 

Nation-State）がヨーロッパ統合の推進力であると主張した。

　したがってミルワードは，19 世紀に成立した近代国民国家は未だ健在であり，戦後もヨ

ーロッパ各国は自らの運命を自ら決定できたという前提に立って各国の経済政策を実証的に

検討する19）。すなわち彼によればヨーロッパ統合のプロセスは，国内政治の発展から切り

離せないのである20）。

　このような考えはミルワード・テーゼと呼ばれるようになり，ヨーロッパ各国の経済政策

史研究者によって統合の実態に迫る研究が 1980 年代後半から大きな高まりを見せた。ミル

ワード・テーゼは，リプゲンスと同様にヨーロッパ統合におけるアメリカの主導性を否定す

る一方，リプゲンスのような民間の連邦主義的運動の役割ではなく政府の役割を重視した。

　ミルワードに対する批判としては，国家主導の統合以前にリプゲンスが注目した非政府組

織の活動があり統合を準備した点が見落とされることが挙げられる。また，国民／民族

（Nation）と国家（State）を区別せずに同一視した点も問題であった21）。

　さらにリプゲンスとミルワードのアメリカの影響力を軽視する態度についてウォーレスは，

「1950 年代や 60 年代に追及されたヨーロッパ連合の理想主義的統合計画を弁護する人々と

修正主義的な見方を示す歴史家たちのいずれもが，戦後西ヨーロッパの構造をかたちづくる

うえで，また戦後西ヨーロッパ政治の性格に影響を与えるうえでアメリカの存在が計り知れ

ない重要性をもったことを十分評価できずにいる」22）と批判する。

　リプゲンスとミルワードがヨーロッパ統合におけるヨーロッパ側のイニシャチブを見出し

たことは研究史上大きな意義がある。しかし，そのことによってウォーレスが言うようにア

メリカの影響力を過小評価することになってしまえば，それもまた統合の真の姿を歪曲する

ことになる。ヨーロッパ統合における内発的要因と外発的要因の区別と評価が統合史研究に

おいて重要である。

（4）リエゾン・グループの結成と活動
　ミルワードの国家とくに経済的国益を中心に据えた統合史研究は，他の研究者たちに大き

な影響を与えた。ミルワード・テーゼを踏まえた各国の公文書館の資料に基づく実証研究が

1980 年代半ばから次々と発表されていく。これらの研究者は国家を超えたヨーロッパ統合

史研究の横断的グループを組織した。それが通称リエゾン・グループ（European Commu-
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nity Liaison Committee of Historians / Groupe de Liaison des historiens auprès des Com-

munautés / Groupe de liaison des professeurs d’histoire contemporaine de la Commission 

des Communautés européennes））である。リエゾン・グループは，1982 年 1 月に欧州委

員会によりルクセンブルクで開催されたヨーロッパ統合を研究する EC 諸国の大学教授を結

集した研究大会により発足した。

　リエゾン・グループは，1984 年 11 月に発足後最初の研究大会をストラスブールで開催し，

その成果を 1986 年に公刊した23）。これ以降，リエゾン・グループによる研究大会の成果の

公刊は今日まで続いている。さらにリエゾン・グループは，1990 年代半ばには『ヨーロッ

パ統合史誌』24）という年 2 回の学術雑誌の発行も開始した。同誌の第 1 巻第 1 号は 1995 年

に発行され今日に至っている25）。

　1990 年代までのリエゾン・グループの研究大会の報告集への寄稿者や会誌に載る論文に

おいて理想主義的な連邦主義者は僅かであり，ヨーロッパ各国政府の役割が統合において中

心的な役割を果たしたとするミルワードと同様の見解あるいは彼から直接影響を受けたもの

が多くを占めた。

第2章　ヨーロッパ運動と欧州経済協力連盟

（1）ヨーロッパ統合推進団体の結成
　1946 年 9 月にチャーチル（W. Churchill）がチューリッヒ大学で行った「ヨーロッパ合衆

国」演説26）から刺激を受けて，複数の民間レベルでの統合推進団体がヨーロッパ各国政府

に先立って設立された。その主なものは以下のとおりである。

　チャーチル演説を受けて翌月 1946 年 10 月に設立されたのが欧州経済協力連盟（ELEC：

European League for Economic Co-operation）である27）。連盟の設立を発案し 指導者とな

ったのはベルギー元首相ヴァンゼーラント（P. van Zeeland）28）とポーランド人レティンゲ

ル（J. Retinger）29）である。連盟は主に経済の専門家，経営者，労働組合指導者などエリー

トを主な構成員とし，新自由主義的ヨーロッパ統合を希求した。

　また，同じく 1946 年内に設立されたのが，12 月に設立された欧州連邦主義者同盟

（UEF：Union of European Federalists）である30）。同盟は，連邦主義の各種団体の連合体

であり，その中には戦前から活動している団体やレジスタンス運動に起源のある団体もあっ

た。指導者は元オランダ大臣ブリュッフマンス（H. Brugmans）やイタリア人で連邦主義者

として著名なスピネッリ（A. Spinelli）である。

　連邦主義者同盟はリプゲンスが特に注目した団体であった。同盟には，1947 年 8 月モン

トルー（Montreux）での第一回会議で 32 団体が加盟し，総加入者は 10 万人を超えた。

　1947 年 1 月に設立された統一ヨーロッパ運動（United Europe Movement）は，前イギ
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リス首相チャーチルを指導者としたイギリスの組織である31）。ただし，多忙なチャーチル

に代わって実質的に組織を指導したのはチャーチルの娘婿で元大臣のサンズ（D. Sandys）

であった。運動の主な参加者は保守党と労働党の一部（反アトリー）であった。このため運

動とアトリー政権との間には距離があった。

　1947 年 2 月には，ヨーロッパ合衆国のための社会主義運動（SMUSE: Socialist Move-

ment for the United States of Europe）が設立された32）。この団体の立場は反ソ・反共の社

会主義であり，指導者はルクセンブルク社会党のラスキン（M. Rasquin）であった。1947

年 5 月には，新国際エキップ（Nouvelles Équipes Internationales）が設立された33）。この

団体は，キリスト教主義に基づきフランスの大臣ビチェ（R. Bichet）が指導者であった。

　また，イギリスの統一ヨーロッパ運動のフランスにおける姉妹団体として統一ヨーロッ

パ・フランス評議会（Conseil Français pour l’europe unie）が，1947 年 7 月に設立され

た34）。指導者は，フランスの元大臣ドトリ（P. Dautry）であった。

　戦前，パン・ヨーロッパ運動を指導したクーデンホーフ＝カレルギー（R. Coudenhove-

Kalergi）は，戦後，亡命先のアメリカからヨーロッパに戻りスイスのグスタード（Gstaad）

の自宅で活動を再開した。彼は，ヨーロッパ統合を支持する国会議員による団体の結成を目

指した。1947 年 9 月 8 日，ヨーロッパ議員同盟（European Parliamentary Unioin）の創立

大会がグスタードで開催された35）。

　以上にみてきたように，チャーチルの演説後，ヨーロッパでは戦前に起源を持つものも含

めて国境を跨いだ複数の有力な統合促進団体が結成された。ただし，これらの中でヨーロッ

パの経済統合を明確に打ち出しているのは欧州経済協力連盟のみであり，他の統合団体は政

治面または文化・社会面での統合を志向していた。

（2）ハーグ・ヨーロッパ会議
　1947 年 7 月 20 日，欧州統合運動を展開する民間団体によって欧州連絡会議（European 

Liaison Committee）が設立された36）。連絡会議では各組織の共存を図るため，担当分野を

定めた。この結果，欧州経済協力連盟は経済問題の担当となった。

　1947 年 9 月末に連絡会議は，オランダのハーグにおいて指導的ヨーロッパ人によってヨ

ーロッパ統合を促進することを目的とした会議を開催することを決定した。ハーグ会議の開

催に向けて 1947 年 12 月，連絡会議を欧州統一運動国際合同委員会（Joint International 

Committee of the Movements for European Unity）に改組し，ハーグ会議の準備を促進す

ることになった37）。なお，同委員会にはヨーロッパ議員同盟は参加しなかった。その背景

にはヨーロッパ統合推進を巡るサンズとクーデンホーフ＝カレルギーの確執があったが，ハ

ーグ会議の直前になってヨーロッパ議員同盟にチャーチルから招待状が届いたので，クーデ

ンホーフ＝カレルギーも会議に参加することになった38）。



東京経大学会誌　第 305 号

  85  

　1948 年 5 月 7-10 日にこれら非政府組織によってハーグでヨーロッパ会議が開催された39）。

会議の議長にはチャーチル，事務局長にはレティンゲルが就任した。会議には約 800 名のヨ

ーロッパ統合支持者が集まった。会議は，3 つの委員会に分かれて議論がなされた。すなわ

ち，第 1 委員会：政治問題，第 2 委員会：経済・社会問題，第 3 委員会：文化・道徳問題で

ある。

　第 2 委員会（経済・社会問題）の委員長には欧州経済協力連盟のヴァンゼーラントが就任

し，約 200 名が参加した。参加者の立場は，新自由主義，社会主義，キリスト教主義，労働

組合主義，計画主義など様々だったが，連盟所属の新自由主義者の影響力が強かった。

　また，議論のたたき台となる報告書40）は欧州経済協力連盟が準備し，経済同盟の実現

（数量制限や為替制限による通商障壁の撤廃），通貨の自由交換，基幹産業（石炭，電力，通

信），社会問題とくに労働問題が議題となった41）。

　第 2 委員会での議論は，新自由主義者とディリジストとの間の論争となる場合が多かった。

ディリジスト，労働組合主義者および社会主義者は，とくに「経済運営」における労働者の

参加を要求した。しかし，委員会の構成は，委員長をはじめ欧州経済協力連盟に所属する新

自由主義者が優勢であった42）。

　5 月 10 日に第 2 委員会による経済決議がハーグ会議総会で採択された43）。経済決議の主

な内容は，ヨーロッパに経済同盟を設立するためにまず交易障壁とくに関税障壁の段階的撤

廃を行うこと，および通貨の自由交換の実施である。そして，最終目的として関税同盟，資

本の自由移動，通貨統合，社会法制の調和が掲げられた。これらは，通貨統合を除けば

1957 年のローマ条約に盛り込まれた内容であり，EEC を先取りする内容であった。

　なお，経済分野以外のハーグ会議の成果としては，1949 年 5 月の欧州審議会（Council of 

Europe）の設立，ヨーロッパ人権条約，ジュネーヴの欧州文化センター（Centre Européen 

de la Culture），ブルージュの欧州大学校（Collège d’Europe）などがあった44）。

（3）ヨーロッパ運動の結成
　ハーグ会議の成功を受け，1948 年 10 月に欧州統一運動国際合同委員会はヨーロッパ運動

（European Movement）に発展的に改組された45）。ハーグ会議を担った 6 団体は，ヨーロ

ッパ運動の下部組織となり，連盟はヨーロッパ運動の経済統合を担当することが明確化した。

　ヨーロッパ運動の第一議長にはサンズが就任し，名誉議長にはフランス前首相ブルム（L. 

Blum），イタリア首相デ・ガスペリ（A. de Gasperi），イギリス前首相チャーチル，ベルギ

ー元首相スパーク（P. -H. Spaak）の 4 人が就いた。また，事務局長には連盟のレティンゲ

ルが就任し，事務局はロンドンとパリに置かれた46）。

　このように欧州経済協力連盟事務局長のレティンゲルがヨーロッパ運動の事務局長となり，

またサンズは連盟の会員でもあったことから，ヨーロッパ運動における連盟の存在感は大き
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かった。

　ヨーロッパ運動は，その人脈などを通じて欧州各国政府や国際組織の政策に多大な影響力

を持ち，1940 年代末から 50 年代における欧州統合を民間から牽引した47）。また，ヨーロッ

パ運動の活動の強さの背後にはアメリカからの支援もあった。1949 年春ニューヨークで設

立された統一ヨーロッパ・アメリカ委員会（American Committee on United Europe）は，

欧州統合を支援することによって冷戦における西側陣営の強化を目的とした。同委員会は形

式的には民間団体であったが，委員長には CIA の父と呼ばれるドノヴァン（W. J. Dono-

van）が就き，有力会員には政府とくに CIA に関係する者が多かった。委員会は CIA から

の資金を秘密裏にヨーロッパ運動に支援して欧州統合に間接的に関与した48）。

（4）ウェストミンスター経済会議
　1948 年 10 月，ヨーロッパ運動は 1949 年 4 月にイギリスで経済会議を開催することを決

定した49）。この会議はハーグ会議の経済決議を受けて開催されるもので，欧州経済協力連

盟イギリス委員会により準備作業が行われた。ヨーロッパ運動において経済を専門とする連

盟はウェストミンスター経済会議に大きく関与した。

　1949 年 4 月 19-25 日にウェストミンスターで経済会議が開催された。会議には，フラン

ス，イギリス，ベルギーのヨーロッパ運動支部から報告書が提出された50）。報告書を実際

に作成したのは欧州経済協力連盟の各国支部（委員会）であった。

　会議は 6 つの委員会に分かれて議論し，決議を採択した51）。6 つの委員会と委員長（国

籍）は以下のとおりである。

①　通貨・金融委員会：Lord Layton（イギリス）

②　社会・通商委員会：Daniel Serruys （フランス）

③　基盤産業委員会：André Philip（フランス）

④　農業委員会：Sénatour Sacco（イタリア）

⑤　海外領関係委員会：Sénatour Kerstens（オランダ）

⑥　制度・機構委員会：Leslie Horo-Belisha（イギリス）

　委員長は連盟の会員であり，各委員会で連盟が議論を主導した。また，6 つの委員会のう

ちイギリスとフランスが各 2 名の委員長を出しており，会議には英仏両国支部の強い影響力

を見て取ることが出来る。

　各委員会の決議の主要な内容は以下のとおりである。①通貨・金融委員会：資本移動の自

由化や単一通貨を含む通貨制度の創設52）。②社会・通商委員会：関税を 10 年間で段階的に

撤廃し関税同盟を設立すること，さらに人，商品，資本が自由に移動する経済同盟の設

立53）。③基盤産業委員会：石炭，製鉄，電機および運輸の 4 産業の組織化と全般的政策を
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決定する公的機関の設置54）。④農業委員会：農業経営者と農業労働者に十分な生活水準を

保障するために農産物市場を安定化すること55）。⑤海外領関係委員会：ヨーロッパと海外

領土との貿易の発展56）。⑥制度・機構委員会：雇用者代表，労働者代表，専門家によって

構成される諮問機関の設置である57）。

第3章　欧州経済協力連盟による通貨交換プラン

　1949 年 4 月のウェストミンスター経済会議の通貨・金融委員会は，通貨制度の創設を決

議した。これを受けて 49 年 11 月の欧州経済協力連盟の総会においてヨーロッパ通貨の域内

での交換プランを作成する委員会が任命された。委員会の作業により「ヨーロッパ域内交換

プラン」と題する提案が作成され，この提案はヨーロッパ運動により欧州諮問議会経済委員

会に提出された58）。また，この提案を作成するうえで，ベルギー，イギリス，フランスに

よる意見が示された。以下では，各国支部（委員会）の意見と連盟の提案を検討する。なお，

このプランは欧州経済協力連盟が最初に出版した正式な刊行物となり，連盟が通貨の交換性

問題をいかに重視して取り組んだかが分かる59）。

（1）ベルギー支部の見解
　交換性の回復についてのベルギー支部の意見は，国際貿易においてできるだけ早く財，サ

ービスおよび通貨の自由な交換を確立することである60）。戦後のベルギー経済は他のヨー

ロッパ諸国と比較してきわめて順調に発展した。ベルギーは，二重価格，補助金，ダンピン

グおよび関税などの保護措置がなされなければ外国との競争を恐れない状態だった。

　また，ベルギーの国際収支は均衡し，関税や通貨といった手段に頼ることなくこの地位を

維持していた。賃金と物価は均衡し，公的財政も均衡し，信用政策はコントロールされてお

り，通貨の購買力を悪化させる要因はなかった61）。

　ベルギーと外国との価格差において一連の通貨切り下げ前はベルギーがかなり有利であり，

貿易上の黒字を出していた。他国の通貨切り下げ後は，ベルギーは節度ある赤字となったが，

この赤字は問題になるものではなかった。また，いくつかの産業を除く多くの産業で輸出に

より大きな利益を上げている。賃金水準は上昇しているが生産性の向上がこれを吸収した。

また，失業率も満足できる水準にある62）。

　貿易障壁に関してはベルギーの貿易障壁はすでにかなり引き下げられており，必要とする

財を輸入できる。ただし，唯一の不安はドル圏への輸出がドル圏からの輸入を下回ることで

ある。すなわち，他の通貨圏との黒字がドルまたはドルと交換可能な通貨で支払われれば，

それをドル圏との赤字に用いることができる。実際，マーシャル援助を用いてこうした支払

いが行われた。しかし，マーシャル援助が終了したならば，ベルギーはアメリカからの輸入
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をドル不足のため制限しなければならない63）。

　ベルギーは，IMF 型のヨーロッパ通貨基金や多角的決済機構の創設を一定の条件のもと

で支持する。これらの機関は，ヨーロッパ内の自由な通貨交換を支えるはずである64）。

　ベルギーは，イギリスさらにスターリング圏との関係を重視する。まず，イギリスが通貨

の相互交換協定に参加することを強く希望したうえで，さらにポンドが優良な通貨として受

け取られるためにポンド平価が実態を反映したものであるべきと主張した。またインフレの

恐れの主要な原因はイギリスの戦債の存在であるので，短期債務を長期債務に借り換えるこ

とが必要であること，イギリスの軍事力に自国の独立を負っているすべての国がイギリスの

戦債の一部を引き受けるべきであると主張した65）。

　このようにベルギー支部の提案は，イギリスがヨーロッパに新たに作られる通貨システム

の要であると考えた。

（2）イギリス支部の見解66）

　イギリスは世界で最も広大な貿易圏であるスターリング圏の盟主としての義務と責任があ

る。さらにイギリスはイタリア，ノルウェイ，スウェーデン，デンマーク，オランダに対し

て決済においてポンドを利用することを認めている67）。

　しかし，他の西欧諸国同様イギリスにとっての困難はドル不足である。不足は 33 億ポン

ドに上るが，現在はマーシャル援助によって一時的に対応できている。しかし今後は，ポン

ドの交換性が保障されるプランが必要である68）。

　戦時期にイギリスはスターリング圏のポジションを支えるために巨額の支出であるスター

リング・バランスを作った。スターリング・バランスは，海外国を戦争中防衛するために行

われたものであり，戦争末に総額は 37 億ポンドに上昇した。原則としてこれらの債権は凍

結されたが，その後解除され，現在でも 32 億ポンドの債務が残っている69）。

　ポンドを強化するうえでスターリング・バランスの長期債務への借り換えが必要である。

また，この借り換えはヨーロッパにおける通貨の相互交換を大幅に容易にし，ヨーロッパ通

貨を強化することになる70）。

　多角的貿易の発展のためには，犠牲が必要である。すなわち，ヨーロッパ諸国間およびヨ

ーロッパの海外領土との多角的貿易を増加させるためには通貨の交換性が広い地域に広がる

必要がある。イギリスは，この問題の解決に結びつくリスクを負担する用意がある71）。

　ヨーロッパ通貨の交換性を検討する際，考慮を要する問題は次の 2 つである。新しい交換

性は，スターリング・ブロック，フランス，スカンジナビア，イタリアおよびオランダの通

貨間で機能できるのかという点である。また，ベルギーとスイスは，交換システムに参加し，

債権を保有する意図があるだろうか。さらに，その債権はドルまたは金以外の通貨で部分的

または全面的に為替となるだろうかという問題である72）。
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　欧州経済協力連盟が作成したヨーロッパ通貨相互交換プランは，スターリング圏，フラン

スおよびベルギーの見解を和解させるための妥協である。プランはヨーロッパ規模でこの問

題を全般的に議論するための土台を作る73）。

（3）フランス支部の見解74）

　フランス支部は，ヨーロッパ通貨の交換性について，戦争直後は実現できなかったが，通

貨問題の解決には完全な内的均衡や安定は必要なく，今や手の届くところにあると前向きな

姿勢を示した75）。

　ただし，アメリカとの関係において状況は厳しく，ドルとヨーロッパ通貨の間で自由な交

換を行うことは時期尚早である。それだけにマーシャル・プランは欧米間の国際収支にとっ

て重要な要素であり，プランによるドル供給によって一時的に通貨問題は緩和された。ただ

し，ドルの欠乏は一般に信じられているほど永続的ではない。ヨーロッパが戦前のように貿

易を大きく再開すれば，ドル需要は限定的である。また，観光収入のような非貿易的輸入は

貿易収支の赤字を軽減することができる76）。

　また，ヨーロッパ通貨圏は宗主国と特別な関係を持つ非ヨーロッパの海外領を含んでおり，

ヨーロッパ通貨圏の縮小は世界経済にとっても大きなマイナスとなる。したがって，宗主国

と連合国との関係とイギリスと他の西欧諸国との関係の二つの問題を解決する必要がある。

とくにイギリス本国のヨーロッパ通貨協定への参加は，イギリスがイギリス連邦通貨の銀行

であることを考慮しなければならない。その際，イギリスは英連邦のスターリング・バラン

スだけでなく英連邦各国のドル・バランスも均衡させなければならない。したがって，イギ

リスの通貨問題は，西欧諸国よりも解決することが難しくなる77）。

　このようにフランスは植民地との関係を重視するとともに，イギリスの通貨上の立場が大

陸ヨーロッパ諸国とは大きく異なる点を強調した。

　ヨーロッパ各国通貨が，協定によって決められた一定の範囲内で緩やかに変動するシステ

ムをフランス支部は提案する。変動は対ドル平価の近辺で変動する。そして各国中央銀行は，

市場に必要な通貨を供給する。こうした変動は需要と供給の調整を行い，投機的な通貨の動

きを弱めることができる78）。

　さらにフランスはヨーロッパ通貨基金の創設を提案する。基金は，ヨーロッパ市場での為

替需要に対応し，決められた変動幅を維持するためのものである。よって，基金の目的は一

時的・季節的な変動の逸脱に対処するものであり，構造的に不均衡な通貨を支えるものでは

ない。基金には加盟各国の通貨が拠出され，さらに加盟国による金またはドルの拠出によっ

て完成される。ただし，金またはドルによる拠出が大きな負担になることを避けるために，

国際通貨基金（IMF）が，預けられた資金の一部をヨーロッパ通貨基金に戻すことは適切で

あるとされる。なぜなら，ヨーロッパ通貨基金は，IMF が世界全体のために引き受ける安
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定化機能の一部を引き受けるからである。また，同様の趣旨においてマーシャル・プランか

らもヨーロッパ通貨基金にドルが払い込まれ，ヨーロッパ域内の債務の支払いに用いられる

ことが提案された79）。

　最後にフランス支部は，通貨の不交換の原因である金融の不均衡の長期化を阻止するため

に厳密な手段を取らなければならないこと，そのために財政，貿易および金融を協調しコン

トロールする手法が連盟の研究対象であったことを指摘する。特にインフレとデフレがヨー

ロッパ通貨を不可避的に不均衡にするので，これを阻止すべく連盟のこれまでの研究を参照

する必要があると述べる80）。

（4）欧州経済協力連盟のヨーロッパ内通貨交換プラン81）

　連盟により任命された委員会が作成したヨーロッパ内通貨交換プランでは，交換性の範囲

を通貨の交換可能なものと許可制のものに区別する。まず，経常取引において加盟国の通貨

は相互に交換可能である。経常取引として挙げられるのは貿易決済と貿易外の取引である。

貿易外取引とは，1）外国における旅行者の支出，貿易取引やその他の決済のための費用，

その他の通常の支出，観光など，2）外国で実現された利益の本国への送金，サービスに対

する報酬，海外投資収益，3）保険と再保険である82）。

　他方，資本取引は，日常的取引の性格を持つ贈与と遺贈，増資，相続などを除いて通貨の

交換システムから除外される。資本取引においては事前の許可が必要とされる。また，戦債

の長期借り換えが望ましい83）。

　以上の交換性の区分の提案はフランス支部の提案で述べられたこととほぼ同じであり，ま

た，戦債の長期への借り換えはベルギー支部とイギリス支部の提案が採用されたものであっ

た。

　次にプランは，フランス支部の提案と同じく，加盟国間の通貨決済を機能させるためにヨ

ーロッパ通貨基金の創設を推奨する。基金の管理は国際決済銀行のような機関によってなさ

れ，加盟国通貨および金またはドルによって基金に払い込まれる。さらにマーシャル・プラ

ンのドルも基金に払い込まれるものとされる84）。

　加盟国間の決済は，多角的基礎の上で行われる。債権国の残高の一定部分は金またはドル

によって清算される。部分的な金・ドルによる清算によって，債務が過度に蓄積することを

防ぐことになるのでシステムの効率的な機能を促進する。また，各会計期間の最後に債務残

高の一部の清算のために利用可能とされた金とドルは，システムの多角的性格を保障するた

めに，全体としての未払いの債権の割合に応じて債権国間で配分される85）。

　ヨーロッパの再建と統一のために，債権国は金またはドル以外のシステム内の通貨で債権

を持ち続けることを受け入れる。このようにして参加国のすべての通貨は，債権国で同等に

受け入れ可能とされる86）。
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　為替レートについては，参加国通貨の平価は対ドル為替レートで示されるのみで，クロ

ス・レートは示されない87）。ここに，当時のヨーロッパ通貨の弱さと IMF 体制におけるド

ルの基軸通貨としての強さを見て取ることができる。

　プランは通貨の交換性の実現のためには通貨政策，財政政策および通商政策の協調が欠か

せないことを強調する。交換性の実施は，必然的に当該国の通貨・金融政策の協調を要請す

る。そして，政策協調は次の領域に拡大する。すなわち，a）信用，金利および資本形成に

関する加盟国の政策，b）インフレまたはデフレに対する財政政策である88）。

　次いでプランは，交換性を維持するために中央銀行の規律ある運営を要請する。各国の発

券機関は金融の安定性を損なうようなことはすべきではなく，交換性を規定する協定で認め

られた金融政策と一致しないような政策を行うべきではない。国庫は発券機関から借り入れ

をすることはできず，支払い手段の不適切な増大は阻止される89）。

　プランはまた加盟国の財務相による会議の創設を勧めた。会議はヨーロッパ通貨問題を議

論し調整するため，また金融政策を調整するために定期的に開催されるものとする。もし，

加盟国のうち恒常的に債務国または債権国の地位にとどまっている国があれば，すなわち基

礎的不均衡を示している国があるならば，財務相会議は平価の改定を勧告する。ただし，平

価の改定は IMF の承認のもとに行われることになる90）。

　以上のようにプランは，ベルギー，イギリス，フランス各支部の提案の妥協の産物であっ

た。しかし，プランは当時の通貨情勢を踏まえて，ヨーロッパにおける多角的貿易決済機構

の創設を目標として，ヨーロッパ通貨交換のための金またはドルの利用，マーシャル・プラ

ンによるドルの利用，ヨーロッパ通貨基金の創設による域内通貨交換の円滑化など有益な知

見が盛り込まれていた。

　実際，1950 年に始まるヨーロッパ決済同盟（EPU）は，多角的決済を実現してプランの

目的の一部を実現した91）。EPU は，ヨーロッパ経済協力機構（OEEC）によって域内の貿

易を促進するためにマーシャル・プランからの 5 億ドルを用いて 1950 年 7 月に設立された。

EPU の加盟国は月末ごとに相手国に対する残高を国際決済銀行（BIS）に報告し，債権と債

務が多角的に相殺され，交換尻は EPU に対する債権と債務に転換される。そして蓄積され

た債権・債務は金・ドル決済された。EPU の機能によってヨーロッパ域内の多角的決済は

画期的に効率化し貿易の増大に寄与したのである。

むすび

　1950 年代に始まるヨーロッパ統合にはヨーロッパ規模で国境を越えて活動する非政府組

織の構想が影響を与えた。1948 年のハーグ・ヨーロッパ会議を開催した民間の統合団体は，

ヨーロッパ運動を結成し，ヨーロッパ各国政府に統合を働きかけて 1949 年の欧州審議会の
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成立に結実した。

　しかし，ECSC や EEC が経済統合を目的としたことに着目するならば，これら非政府組

織の中でほぼ唯一経済統合を目的としてヨーロッパ運動を主導した欧州経済協力連盟に注目

すべきである。欧州審議会が政治や経済の分野を避け文化や社会などの分野で活動してきた

のに対して，ECSC や EEC こそが欧州連合（EU）の前身になり統合を促進した欧州統合の

主体であった。

　欧州経済協力連盟が取り組み最初に公式の成果を公表したのが，ヨーロッパ通貨の交換性

回復問題であった。この問題は，欧州統合を支持する非政府組織によって開催された 1948

年 5 月のハーグ会議，ヨーロッパ運動によって 1949 年 4 月に開催されたウェストミンスタ

ー経済会議の主要な議題の一つであり連盟は当初から議論を主導した。

　1940 年代末 50 年代初頭の連盟では，特にベルギー，イギリス，フランスの各支部が積極

的に活動した。通貨問題に対するプラン作成に際してもこれら 3 支部から意見が出され採用

された。

　フランスが強く主張しベルギーも賛成したヨーロッパ通貨基金の創設はプランに盛り込ま

れたが結局実現することはなかった。しかし，各国の債務と債権の決済方法については

1950 年 7 月発足の EPU によって実現し，ヨーロッパに多角的貿易決済機構が誕生した。ま

た，プランには 1970 年のウェルナー・プランなどその後の EC・EU における通貨統合の構

想との類似性も指摘できよう。

（付記）本研究は，2018 年度の東京経済大学個人研究助成費（研究課題番号 18-10）を受け

た成果である。
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